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湖北広域行政事務センター 特定事業主行動計画 

 

令和8年8月1日策定 

 

湖北広域行政事務センター管理者 

 

 

Ⅰ 総 論 

 

１ 計画の目的  

国による行動計画策定指針に掲げられた基本的な視点である「仕事と生活の調和の推

進という視点」、「仕事と子育ての両立の推進という視点」、「地域における子育ての

支援の観点」等を踏まえつつ、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、職

員のニーズに即した次世代育成支援および女性活躍推進対策を計画的かつ着実に推進す

るため、本計画を策定し推進します。  

 

２ 計画期間 

 

令和８年８月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

３ 計画の対象  

この計画が対象とする職員は、常勤の職員のほか、会計年度任用職員等の非正規職員

についても、法令や湖北広域行政事務センター(以下「センター」という。)の条例、規

則、要綱等に定められた休暇制度等の範囲内でこの計画の対象とします。 

 

４ 計画の推進体制 

センターでは、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、職員のニーズ、

勤務条件に関する法改正などを踏まえ、必要に応じ、その後の対策の実施や計画の見直

し等を図ります。 

 

５ 計画の実施状況の公表 

 次世代育成支援対策推進法第１９条第６項及び女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律第１９条第６項の規定により、実施状況や目標に対する実績等を、ホームペ

ージ等で公表します。 

 

Ⅱ. これまでの取り組み状況（令和４年度～令和７年度） 
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Ⅲ. 具体的な内容 

 

【１】 仕事と育児・介護の両立 

（１）育児・介護を支援する制度の利用促進 

育児休業や共済組合等に関する手続き方法など、育児や介護を支援する制度の情報

について周知し利用を促すとともに、制度利用の意向を確認します。また、妊娠・出

産・育児・介護と仕事の両立について相談できる体制を整備します。 

（２）妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中及び出産後を通じて母子の健康や安全に配慮をし、妊娠中の職員に対して

は、女性の健康上の特性への配慮し、必要に応じて職場内の仕事の分担の見直しを行

うなど、職場全体で母性保護や母子健康管理に取り組みます。 

（３）育児・介護を支援しやすい環境の整備 

職場内の業務分担の見直しや代替職員の確保等により、業務の改善や時間外勤務時

間の縮減を図り、職員が子の看護等休暇や介護休暇などの制度についても利用しやす

い職場環境を整備します。 

また、休業中の職員が円滑に職場復帰できるよう、休業期間中の職場や業務の状況

について、定期的に情報提供を行うなど、円滑な職場復帰を支援します。 

（４）男性職員の育児参画の促進 

項  目  内  容 
数値目標

（R8） 

実績 

R4 R5 R6 R7 

1. 全体職員における女性職員の割合 16.0％ 18.1％ 17.9％ 20.5％ 21.6％ 

2. 職員の一人当たりの超過勤務時間

数 
48時間/年 73時間/年 72時間/年 44時間/年 48時間/年 

3. 職員の有給休暇（特別休暇を除

く）取得の向上 
12日 13日 12日 16日 16日 

4. 各役職段階に占める女性職員の割合 

（正規職員/行政職）部長級 

          課長級 

             課長補佐級 

             主幹級 

             主査級 

             主事級 

 

 

 

0% 

0% 

0% 

14.20% 

50.00% 

25.00% 

 

0% 

0% 

0% 

20.00% 

42.90% 

0% 

 

0% 

0% 

0% 

0% 

44.40% 

0% 

 

0% 

33.3% 

0% 

0% 

30% 

0% 

5. 育児休業の取得率 

男性 

女性 

 

20% 

100% 

 

100% 

100% 

 

100% 

100% 

 

100% 

100% 

 

100% 

100% 
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「配偶者出産休暇」や「配偶者出産時の子の養育休暇」「育児休業」等の休暇制度の

周知と取得促進を図り、男性職員の育児参画を促します。 

 また、研修や情報提供などを通して男性職員が育児休業などを取得しやすい職場風

土の醸成を図ります。 

 

【２】 仕事と生活の両立 

（１）時間外勤務の縮減 

事務事業の見直しや事務処理の簡素合理化、適切な業務配分を行うとともに、管理 

職自ら定時退庁の率先垂範を行うなど時間外勤務の上限時間を遵守します。 

（２）休暇取得の促進 

子どもの学校行事や家族の記念日などにおける年次有給休暇の取得を推進するとと

もに、ゴールデンウィークや夏季休暇などの長期休暇が気兼ねなく取得できるよう、

業務配分の見直しや職場内の応援体制の整備を進めます。 

（３）働き方の改革 

業務を効率良く遂行するため、事務事業の見直しや業務改善などを継続的に行い、

職員一人ひとりの生産性の向上に努めます。また、管理職は、職員の業務量や勤務状

況を適切に把握し、業務配分の見直しや計画的な休暇取得の促進を通じて、仕事と生

活の両立が図られる職場づくりに努めます。 

 

【３】 職員一人ひとりの個性と能力の発揮 

（１）性別にとらわれない採用・登用 

センターの運営に必要な能力を有する人材を幅広く採用できるよう、センターの職

務や職場の魅力等を積極的に広報します。 

性別によることなく、職員の能力や適性を踏まえ、職員個々の能力開発やキャリア

形成を意識した人員配置に努め、意欲ある職員の管理職への登用を進めます。 

（２）会計年度任用職員の活躍支援 

多種多様な分野で活躍している会計年度任用職員が、その個性と能力をより発揮で

きるよう、研修への積極的な参加支援や取得可能な特別休暇の周知、年次有給休暇の

取得促進等を図り、仕事と生活の調和を推進します。 

（３）ハラスメントの防止 

職場におけるハラスメント行為は、業務運営の支障となるばかりか、職員の心身の

健康に影響を与える要因ともなるため、職員に対する意識啓発や研修の実施等によ

り、ハラスメントの防止に取り組みます。 

（４）職員の健康対策 

職員の健康保持・増進を図るため、定期健康診断の受診率向上や、メンタルヘルス

不調の予防に取り組みます。 

Ⅳ．数値目標を掲げる項目 
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項  目  内  容 数値目標（R12） 現状（R7） 

職員の一人当たりの超過勤務時間数 45時間/年 48時間/年 

職員の有給休暇（特別休暇を除く） 

取得 
16日 16日 

男性育児休業取得率 100% 100% 

女性育児休業取得率 100% 100% 

管理職（課長代理級以上）に占める 

女性職員の割合 
15% 10% 


